
 

 

（注）・この報告書の事務事業は、主要な施策の執行状況及び成果をまとめたものである。 

    ・この報告書の本文中、事業名の横に表示してある（主管課）は、令和5年3月31日現在のものである。 

     なお、主管課の変更が生じた事業については、令和5年4月1日現在の主管課名を〔 〕内に表示して 

ある。 

   ・この報告書の事業名は、予算書に基づく事業名である。 

   ・各表の符号の意味は次のとおりである。 

「－」…該当数字等なし 

「０」…ゼロまたは単位未満の数字（単位未満は四捨五入） 

「△」…負数 

    ・事業費における人件費は、事業の性格上案分が困難なため、除いている。 

・事業費等に（繰越明許費）と表示してあるものについては、前年度からの継続事業である。 

・「事業費節別内訳」欄のうち、事業費の内訳の節別番号は、地方自治法施行規則第15条第2項の別表 

のとおりである。 

 

    （別表） 

     1. 報酬         10. 需用費          19. 扶助費 

     2. 給料         11. 役務費          20. 貸付金 

     3. 職員手当等      12. 委託料          21. 補償、補填及び賠償金 

     4. 共済費        13. 使用料及び賃借料     22. 償還金利子及び割引料 

     5. 災害補償費      14. 工事請負費        23. 投資及び出資金 

     6. 恩給及び退職年金   15. 原材料費         24. 積立金 

     7. 報償費        16. 公有財産購入費      25. 寄附金 

     8. 旅費         17. 備品購入費        26. 公課費 

     9. 交際費        18. 負担金補助及び交付金   27. 繰出金 

 

・財源内訳について、国や東京都の補助事業等のうち、事業実施年度中にその補助金等の金額を確定 

できないものについては、見込額を記載している。 

・財源内訳の記号については、次のとおりである。 

（国）… 特定財源のうち、国庫支出金 

（都）… 特定財源のうち、都支出金 

（地）… 特定財源のうち、地方債 

（他）… 特定財源のうち、その他 

（一）… 一般財源 

 

 

 
 
 
 

市 の 概 要 
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市 の 概 要  
 

1． 町制施行  昭和29年 5月3日 

市制施行  昭和45年10月1日 

 

2． 位置と地勢 

東 経   139度25分36秒（世界測地系による） 

北 緯   35度44分43秒 （世界測地系による） 

外 周   約19.2㎞ 

海 抜   最高159.0ｍ   最低82.5ｍ 

面 積   13.42㎢ 

（東西5.3㎞ 南北4.3㎞） 

 

3． 人口と世帯 

（単位：人、世帯） 

 人   口 世   帯 

平 成 22 年  国 勢 調 査 83,068 33,648 

平 成 27 年  国 勢 調 査 85,157 35,555 

令 和  2 年  国 勢 調 査 83,901 36,336 

令和5年3月31日時点 住民基本台帳 84,920 40,477 

 

4． 産業構造 

（単位：人、％） 

 

注：第1次産業とは、農業、林業・漁業のことをいう。 

  第2次産業とは、鉱業、採石業、砂利採取業・建設業・製造業のことをいう。 

  第3次産業とは、電気ガス熱供給水道業・情報通信業・運輸業、郵便業・卸売業、小売業・金融業、

保険業・不動産業、物品賃貸業・学術研究、専門技術サービス業・宿泊業、飲食サービス業・生活

関連サービス業、娯楽業・教育、学習支援業・医療、福祉・複合サービス事業・サービス業（他に

分類されないもの）・公務（他に分類されるものを除く）のことをいう。 

  分類不能の産業とは、上記第1～3次産業に分類しえない産業のことをいう。 

 

 
平 成 27 年 国 勢 調 査 令 和 2 年 国 勢 調 査 

就 業 者 数 構  成  比 就 業 者 数 構  成  比 

総       数 36,999 100.0 36,767 100.0 

第 1 次 産 業 292 0.8 261 0.7 

第 2 次 産 業 7,439 20.1 6,875 18.7 

第 3 次 産 業 26,949 72.8 28,369 77.2 

分 類 不 能 の 産 業 2,319 6.3 1,262 3.4 
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（鈴木　俊也）

人材育成担当係長、主査、主査

課 税 課 市民税係、土地資産税係、家屋資産税係

人権・共同参画係、市民協働・消費係、

市民センター係、清原市民センター

管理係、納税係

（中野　哲也）

産 業 振 興 課

（阿部　晴彦）

地 域 振 興 課

（菊地　　浩）

職 員 課 人事研修係、給与厚生係

（長瀬　正人）

契 約 検 査 課 契約係、検査係

（藤本　貴史）

（原　里美）

子育て世帯生活支援特別給付金担当係長（兼任）

子ども家庭支援センター

環 境 対 策 課 環境公害係、ごみ減量係

（梶川　義夫）

地域支援係、総合相談係

納 税 課

（佐伯　芳幸）

市民税担当係長

文書係、法規係

（星野　宏徳）

財政担当、財政担当

秘 書 広 報 課

（五十嵐　孝雄）

財 政 課

子ども未来部

（松本　幹男） （新海　隆弘） 子育て世帯への臨時特別給付（先行給付金）担当係長（兼任）

副参事（狭山保育園長事務取扱）

（岩﨑　かおり）

子育て支援課 子育て推進係、手当・助成係

市民相談担当係長

参 事

（伊野宮　崇）

デジタル推進担当課長

（石川　正憲）

（田村　美砂） （長井　素子）

商工係、観光係、農政係

市 議 会

市 長

（尾崎　保夫）

副 市 長

（小島　昇公）

（嶋田　淳）

行政改革推進担当課長

（荒井　亮二）

企 画 財 政 部 企 画 政 策 課 企画政策担当、企画政策担当、

（神山　　尚）

議 会 事 務 局

（鈴木　　尚）

次 長 庶務調査係、議事係

（川田　貴之）

政策推進担当、政策推進担当、

（田代　雄己）

総合戦略推進担当課長

行政改革推進担当

東大和市組織機構図(令和5年3月31日現在)

市 民 環 境 部 市 民 課 戸籍係、市民係

（岩本　尚史）

防 災 安 全 課

（参事事務取扱）

消防係、災害・防犯係

防災担当係長

デジタル政策課 企画推進係、ICT基盤管理係

（遠藤　和夫）

総 務 管 財 課 庶務係、用地管財係

（宮田　智雄）

総 務 部

（矢吹　勇一）

文 書 課

公共施設等マネジメント課 公共施設等マネジメント係

秘書係、広報広聴係

保 育 課 管理・給付係、保育・幼稚園係、狭山保育園、

（関田　孝志） やまとあけぼの学園
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保 険 年 金 課 国民健康保険給付係、国民健康保険税係、

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金担当課長（課税課長兼任）

住民税非課税世帯等臨時特別給付金担当係長（兼任）

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金担当係長（兼任）

生 活 福 祉 課 庶務係、保護第一係、保護第二係

（里見　拓美）

介 護 保 険 課 介護保険係、介護給付係、介護認定係

健幸いきいき部

福 祉 推 進 課 福祉推進係、指導調整係地 域 福 祉 部

障 害 福 祉 課 庶務係、障害福祉係、医療助成係

（吉沢　寿子） （山田　茂人）

住民税非課税世帯等臨時特別給付金担当課長（課税課長兼任）

選挙係

（井上　昌弘）

中 央 公 民 館

（参事事務取扱）

教 育 総 務 課

生涯学習係、スポーツ推進係、郷土博物館

監 査 委 員

（石嶋　洋平）

新型コロナウイルス感染症対策担当課長

まちづくり推進担当課長

（田辺　康弘）

建 築 課

（青木　一麻）

事業係、南街公民館、狭山公民館、蔵敷公民館、

（梅山　直人）

庶務係、業務係

指導担当課長（統括指導主事）

（大法　　努）

教育施設担当課長

農 業 委 員 会

固定資産評価審査委員会書記（文書課長兼任）

（田口　茂夫）

農業委員会事務局（産業振興課長兼任）

固定資産評価審査委員会

（小野　隆一）

教 育 部

参 事

（建築課長兼任）

教 育 委 員 会 教 育 長

（真如　昌美）

（高田　匡章）

選 挙管 理委 員会

監 査 委 員 事 務 局 監査係

上北台公民館

中 央 図 書 館 管理係、事業係

青少年施策推進担当係長

都市計画係、地域整備係

新型コロナウイルス感染症対策担当係長（兼任）

（地域包括ケア推進課長兼任）

新型コロナウイルス感染症対策担当課長 （総合戦略推進担当課長兼任）

（斎藤　謙二郎）

（会計管理者事務取扱）

庶務係、施設係、学務係、給食係

（稲毛　秀憲） まちづくり推進担当係長

都市づくり課

（ 保 険 年 金 課 長 兼 任 ）

（ 監 査 委 員 事 務 局 長 兼 任 ）

会 計 管 理 者

（木村　西）

（小俣　学）

地域包括ケア推進課 地域包括ケア推進係、高齢者支援係

（岩野　秀夫） 高齢者医療年金係

（川口　荘一）

（廣瀬　　裕）

健 康 推 進 課 健康推進係、予防係、保健係

（志村　明子） 新型コロナウイルス感染症対策担当係長

（中山　仁）

まちづくり部

国民健康保険施策推進担当係長

選挙管理委員会事務局

（浴　　靖子）

土 木 公 園 課 公園緑地係、土木係

公共下水道雨水整備担当係長

建築係

（中橋　　健）

（寺島　由紀夫）

教 育 指 導 課

下 水 道 課

会 計 課 出納係、審査係

指導係、教職員係、特別支援教育係

道 路 交 通 課 管理係、交通対策係

（一ツ木　正美） 交通安全対策担当係長

（伊藤　　智）

（菅野　恭子）

（石川　博隆）

生 涯 学 習 課

青 少 年 課 青少年育成係
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